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団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要 助成予定額（円）

特定非営利活動法人
青少年自立援助センター

<コンソーシアム申請>
公益財団法人
日本国際交流センター

東京都
外国ルーツ支援における地域的・分野的ひろがり
応援事業

全国
（特に外国ルーツ
支援体制が乏し
いエリアにおける

活動を優遇）

本事業は、日本に暮らす海外ルーツの方々の社会経済的自立が促進され、日本社会において1
人1人の持つ能力をじゅうぶん発揮することができる未来の実現を目指し、そのために要する共生
社会の基盤を整備に必要な「外国人受け入れ体制の地域間・支援分野間の格差」の改善に向け
て、海外ルーツの方々の急増、ニーズの多様化の状況等を踏まえつつ、潜在的ニーズにも対応し
うる海外ルーツ支援の受け皿の拡大を進めるものである。
具体的には、本事業開始直後に実施する地域・分野調査において特に海外ルーツ支援の十分で
ない地域・分野を特定し、これらの地域・分野において活動するまたはこれから活動しようとする
団体を対象として組織運営・社会的インパクト評価、支援の専門性向上、広報・情報発信を組み
合わせたそれぞれ5か月間のパッケージを用意する。これらのパッケージは組織診断に基づいて
活動支援対象団体のニーズやステージに応じた集合研修及び個別の伴走支援、改善状況の評
価を行うとともに、本事業参加団体同士および団体と専門家との学び合いの機会を含めて提供す
る。これらを通じて、①活動支援を受けた海外ルーツ支援団体において団体の組織・事業運営基
盤が整い、自団体として海外ルーツ支援の質・量を改善するための事業設計のもと、休眠預金活
用事業等の資金を活用できるようになること、②活動支援対象団体において、自団体の強み、改
善又は新規に取り入れたいスキル・ノウハウを生かした事業計画のもと、実践を行えるようになる
こと、③活動支援をうけた団体が、海外ルーツ支援の必要性や当事者のニーズ、支援によるイン
パクト等を効果的に発信できるようになる休眠預金助成等、一定の規模の資金を安定的に活用
し、各団体が対象とする地域や分野における海外ルーツ支援に速やかに取り組める状態を目指
す。

51,500,000

一般財団法人
ちくご川コミュニティ財団

福岡県

筑後川関係地域の子ども若者支援の持続可能性
向上プログラム
－次世代に想いと活動をつなぐ組織基盤強化と環
境整備－

筑後川関係地域
（福岡県、佐賀県
東部、大分県日
田市、熊本県小
国町・南小国町・

荒尾市）

本事業は、筑後川関係地域で実行団体の空白地域等の子ども若者とその家庭を支援する市民
社会組織（CSO）を対象とする。事業の目的は「CSOが次世代の担い手を確保し、中核リーダーを
育て、事業継承できる組織にするために、事業を成長させ、成果を発信し、ファンドレイジングを強
化することで、次世代が仕事として関われる財源を確保する。」である。まず、CSOが直面する人
材不足を解消するため、JICA海外協力隊のOBOG会と連携したマッチング会やボランティア・プロ
ボノの紹介等を行い、次世代の担い手との出会いを創出する。業務リストの作成、マニュアル化な
ど組織内の人材育成の仕組みも整えていく。事業面では、PCM（プロジェクトサイクルマネジメン
ト）を活用した事業設計支援や、NPOマネジメント診断による組織診断を実施し、現状の課題を明
確化した上で具体的な個別伴走支援計画を立案する。また、事業の成果を発信するため、広報
物の制作支援やSNS・メディア活用の伴走支援を実施し、CSOが地域社会に対して活動の意義を
伝えられるようにする。これにより、共感に基づく寄付収入の増大を図り、財源を成長させ、次世
代が生業として活動に関われることを目指す。次に、中核リーダーの育成を重点課題とし、リー
ダー層へのスキル移転や権限委譲を促進する。これにより、代表者への過度な依存を減らし、次
世代の担い手が主体的に事業を運営できる体制を構築する。特に、組織のミッションやビジョンを
次世代に共有し、事業継承を円滑に進めるための支援を行う。さらに、地域円卓会議やオンライ
ンコミュニティを活用し、CSO同士や地域の関係者との連携を促進する環境整備も行う。事業終了
後5年後にCSOに人材の循環が生まれ、組織・事業・財源の持続可能性が向上することで、子ど
も若者に関する社会課題が解決されやすい地域となっていることを目指す。

49,911,820

公益財団法人
長野県みらい基金

<コンソーシアム申請>
・特定非営利活動法人
長野県NPOセンター
・合同会社 コドソシ

長野県 信州 社会課題解決の担い手 ステップアップ事業 長野県

社会課題の解決を促進するためには、NPOなどの民間公益活動の担い手が、休眠預金等の資
金を十分に活用できる力をつけ、社会的成果を増大させるような活動を展開していくことが望まし
い。しかし現状ではそれらの団体の組織基盤は脆弱で、長野県においても955団体あるNPO法人
のうち、ある程度組織の基盤が整っていると考えられる、経常収益5千万円以上の団体は全体の
15％にとどまっている。しかし、社会課題の解決をミッションに掲げ、助成金を得たり事業収入を得
たりして有給職員を置くようになったものの、様々な組織運営上の課題を抱えている団体であれ
ば特に、何らかの運営支援によって質的・規模的に成長できることは、先行事例からも明らかであ
る。
本プログラムでは、1）長野県内で運営を強化したいと望むNPO等の民間公益活動の担い手を募
り、2）組織のアセスメント（組織診断）を自己診断により行い、3）その結果に基づき支援対象団体
自身が個別プログラム計画を作成し、4）その計画に沿って各分野の専門家が支援する。5）専門
家から学ぶプロセスにおいては、研修会を支援対象団体以外のNPO等に公開し、県内全体の底
上げをはかる。
なお、組織のアセスメントは、長野県内という特定エリアでの実施という利点を活かしグループ研
修方式で行うことで、ピアラーニングによる相乗効果をねらう。また、それぞれの支援対象団体に
伴走支援者を配置することで、支援対象団体内での合意形成を容易にする。伴走支援者同士も
学びあい相談しあう機会を持つことで、本事業終了後も長野県内でNPO等のアセスメントや伴走
支援をしていくことができる人材の育成を目指す。
本プログラムは、三団体のコンソーシアムで行い、それぞれ三者の強みを活かし支援対象団体の
運営体制強化と、地方におけるNPO支援ノウハウの蓄積をはかる。

52,019,918

※各団体の申請書類より作成。

民間公益活動を実施する担い手の支援
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